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（２）経済波及効果の算出結果注3

観光客１人当たり支出金額の設定値

施策規模の設定値

施策メニュー

（１）施策の内容

観光客が9,555,129人増加し、地域内での支出が増加することによる経済波及効果は、直接効果が3,214.67億円であり、間接効果を加えた効果の合計は
6,494.37億円である。

項目 日帰り客
(円/人・回)

宿泊客
(円/人・回)

農業
(農産品、畜産品のお土産(加工
品を除く))

318 353

水産業
(水産品のお土産(加工品を除く)) 216 369

食料品
(飲食料品(加工品)のお土産) 1,149 2,733

その他の製造業
(雑貨、民芸品等のお土産) 1,968 4,249

運輸・郵便業
(鉄道、バス、タクシー等の交通費) 3,160 11,703

宿泊・飲食サービス業
(宿泊費、飲食費) 2,730 26,058

その他のサービス
(温泉、遊園地等の娯楽費) 2,460 4,175

項目 設定値 単位

観光客の増加数注1 9,555,129 人

うち、宿泊客の割合 57.5% ％

観光振興(観光客の増加)

注2)観光客の支出金額のうち、どれだけ地域内で支出しているかを表す割合

施策の内容と経済波及効果の算出結果（地域外への流出を考慮しない場合）

注3) 図中の事業効果(効果の合計)は、直接効果、第1次間接効果、第2次間接効果の合計である。数値は表章単位未満の位で四捨五入しているため、合計と内訳の合計は必ずしも一致しない。
注4) 本資料は、「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）の「経済波及効果ツールVer.8.1」を活用して作成。経済波及効果の算出には、環境省・価値総合研究所が作成した地域産業連関表(2022年)を活用。

域内調達率注2の設定値

注1)観光客の増加数は、公益社団法人 日本観光振興協会の
デジタル観光統計オープンデータを活用。2025年1月～12月
の北部地域12市町村への訪問者数の合計値。

出典：「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）

https://www.nihon-kankou.or.jp/home/jigyou/research/d-toukei/
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税収効果の算出結果

観光振興による税収効果は、国税で257.55億円、道府県税で139.64億円、市町村税で51.70億円であり、合計で448.90億円である。

（３）税収効果の算出結果

出典：「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）

注1) 税収効果は、事業効果(1年間)に伴って発生する税収である。
注2) 本資料は、「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）の「経済波及効果ツールVer.8.1」を活用して作成。
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ご参考｜経済波及効果の考え方
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割引

現在
(基準年)

事業年数
(耐用年数)

事業年数
(耐用年数)

効
果

建設効果と事業効果
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地域内
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効
果

直接効果 第1次
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建設効果の内訳

建設効果

i) ii)

経済波及効果には大きく建設効果と事業効果の2つがあり、本ツールでは建設効果と
事業効果をそれぞれ算出している。建設効果は事業開始前に発生する効果で、事業
効果は事業開始後に発生する効果である(下図)。

事業を始めるために
必要な設備投資

事業効果(事業期間の累積)が設備投資額に対して何倍程度になっているかを把握
するため、将来発生する事業効果を割引率で割り引いた現在価値(下図左)を算出
し、これを事業期間で合計した事業効果の累積値(下図右)を算出している。
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の売上
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地域内の売上
のみを対象

アウトプット

設備投資による売
上の発生に伴い、間
接的に発生する原

材料等の売上

波及

設備投資が地域内の売上に繋がり、さらに間接的に波及していく。

事業効果
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事業実施による売上が地域内の売上に繋がり、さらに間接的に波及していく。
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第2次
間接効果

波及
事業実施
による売上

直接効果と第1次間
接効果の売上が所

得、さらに消費に回る
ことで発生する売上

事業による直接的な
売上の発生に伴い、
間接的に発生する原

材料等の売上 直接効果と第1次間
接効果の売上が所

得、さらに消費に回る
ことで発生する売上

施設建設

調達 調達

出典：「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）
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ご参考｜地域外への流出を考慮しない場合

事業スキームで全てを地域内から調達することを仮定し、効果の地域外への流出がないとした場合（＝地域外への流出を
考慮しない場合）の経済波及効果を算出する(２－２節)。 ここで算出した効果は、効果の最大ポテンシャルと言える。

地域外への流出を考慮しない経済波及効果

燃料費

修繕費

人件費

減価償却

純利益

保険料

・
・
・

中
間
投
入

労
働

原材料

賃金

利益

事業の売上 第1次間接効果

100％
地域の雇用

資
本

①

②

③
・
・
・

第2次間接効果

波及 波及

100％
地域の資金

100％
地域の原材料

地域で発生する
直接効果

地域外への流出なし
(=効果の最大ポテンシャル)

100％地域で調達事業計画
事業スキーム

出典：「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）
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ご参考｜経済波及効果の解説
建設効果と事業効果

事業効果の現在価値

i ) 建設効果 ii ) 事業効果

i ) 直接効果

 建設効果は、事業者が事業を開始するために必要となる建物の建設や設備の設置など、
新たに設備投資を行うことによって発生する効果である。

 これは、事業者が設備投資のために建設産業や設備製造産業などに発注することで、建
設産業や設備製造産業などで発生する売上を意味している。

 ここでの効果には、これら建設産業や設備製造産業などの生産活動において必要となる原
材料等の調達先の売上も含まれている。

 設備投資後に事業が開始されるため、建設効果は事業開始前に発生する効果である。

 事業効果は、事業者が事業計画どおりに事業を順調に実施した場合に発生する効果であ
り、事業実施による事業者の売上を意味している。

 ここでの効果には、事業者の生産活動において必要となる原材料等の調達先の売上も含
まれている。

 事業期間中の各年の売上は、毎年同じ事業計画のもとで同額の売上が発生すると仮定
している。

 この事業実施によって発生する売上は、事業実施によって誘発されるという意味で、一般に
は生産誘発額と呼ばれる(建設効果の場合も同じ)。

 直接効果は、事業の実施による事業主の直接の売上であり、発電事業の場合は発電事
業者が発電を行うことによる売上が直接効果となる。

 直接効果は地域内産業の売上を意味しており、設備投資で必要となる機械設備を域外
から調達している場合など、売上が地域外産業に発生する場合は直接効果から除く。

 同様に、観光客が地域内でお土産品を購入しても、お土産品が地域外で生産されている
場合は直接効果から除く。

 一般的に、同じ額面でも、それを将来受け取るよりも現在受け取った方が価値は高い。

 これは、例えば将来受け取る100万円よりも、現在100万円を受け取って国債を購入する
ことで国債の利回り分だけ受け取る金額が高くなるためである。

 このように、現在と将来では価値が異なるため、将来発生する効果を評価する際は、統一
された現在(基準年)の価値に換算してから評価する必要がある。

直接効果と間接効果

ii ) 間接効果

経済波及効果には大きく「建設効果」と「事業効果」の2つがあり、それぞれ以下の特徴がある。

「建設効果」、「事業効果」ともに、効果の内訳として大きく「直接効果」と「間接効果」の2つがあり、それぞれ以下の特徴がある。

 間接効果は、直接効果を発端として、取引先産業との取引を通じて波及的に発生する売
上であり、内訳として「第1次間接効果」と「第2次間接効果」の2つがある。

 第1次間接効果は、直接効果で発生した地域内産業の売上を発端として、この地域内
産業との1次取引産業(Tier1)に売上が発生し、次に1次取引産業に販売を行っている2
次取引産業(Tier2)の売上が発生し、究極的にn次取引産業までの売上がどれだけ発生
するかを示している。

 第2次間接効果は、直接効果と第1次間接効果における売上の発生に伴って従業員の
所得が増加し、この所得の増加が新たな消費に回ることで発生する売上である。

i ) 現在価値
事業効果が設備投資額に対して何倍程度になっているかを把握するため、将来発生する事業効果を割引率で割り引いた現在価値を算出する。

ii ) 割引率
 建設効果は事業開始前までに発生する効果であるが、事業効果は事業開始後に将来

発生する効果であるため、これを現在価値に割り引き、現在(基準年)の価値に換算する。
 この将来発生する効果を現在価値に割り引く際の比率を割引率と呼ぶ。
 本ツールの割引率の標準設定値には、10年国債の令和6年(2024年)の1年間の平均

利回りである0.91%を用いている(任意の割引率に変更可能)。

出典：「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）
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留意事項

本ツールによって算出される事業実施による地域経済への波及効果は、自治体の各種計画等におけるKPIなどの目標設定やPDCAなどの進捗
管理等に利用することができます。その際、本ツールによる経済効果には下記のような特徴があるため、これらを十分に理解したうえで利用ください。

（１）算出する効果
     経済波及効果には、直接効果と間接効果（第1次、第2次、第3次、・・・）があります。
 本ツールでは、直接効果と間接効果のうちの第１次間接効果と第２次間接効果までを算出します。
直接効果とは、直接の需要増加額のうち域内産品の需要増加額です。また、第１次間接効果とは直接効果によって誘発される生産額、

   第２次間接効果とは 直接効果と第１次間接効果によって所得が増加し、それが消費・投資に回ることで生産が誘発される効果になります。

（２）効果計測の前提
  １）当該地域内の産業の生産誘発額を考慮
   本ツールで算出する生産誘発額は、事業実施による生産の増額分を計上するものです。現実には当該地域内の企業の生産が増加すると、
その他の地域で生産が減少する場合がありますが、このような減少分については本ツールでは考慮していません。
一方、当該地域の産業の生産が増加すると、原材料の調達先であるその他の地域で生産が誘発される場合がありますが、他地域の生産額の
増加分は本ツールでは考慮していません。

２）供給制約なし
   現実には、産業の生産・供給能力には限界があり、労働力不足、原材料不足等により需要に応えるだけの生産が行えない場合が考えられ
ます。

また、ある産業に需要が生じても、その産業の在庫が十分にあれば、生産は行わず在庫を切り崩すことによって対応することも考えられます。
本ツールでは、産業の生産能力には限界がなく、産業は需要にいくらでも応えることができ供給に制約はないとし、在庫の切り崩しも行わないとし
て、新たに発生した需要に対しては新たに生産を行い供給すると仮定して計算を行います。

  ３）経済波及効果が達成されるまでの期間は不明
  本シミュレーションで算出される経済波及効果は、最終的に達成される効果を示しており、それが実際にいつ達成されるかはわかりません。

出典：「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所）
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